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報告事項（２） 

 

在宅介護実態調査の集計結果について 
 

〔目的〕 

「在宅介護実態調査」は、第７期介護保険事業計画の策定の際、これまでの

「地域包括ケアシステムの構築」という観点に加え、「介護離職をなくしてい

くためにはどのようなサービスが必要か」といった観点を盛り込むため、「高

齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の実現に向け

た介護サービスの在り方を検討することを目的に実施した調査で、第９期介護

保険事業計画の策定にあたって、引き続き実施したものです。 

 

〔調査手法〕 

国が示す調査手法、調査様式に則って実施した調査で、第８期介護保険事業

計画から引き続き、認定調査員による認定調査の際の、聞き取りにより調査を

実施しました。また、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、臨時的な

取扱いとして認定の有効期間を１２か月間延長できる取り扱いを行うなか、聞

き取り調査のみではサンプル数の確保が困難であったため、無作為抽出による

郵送調査を追加で実施しました。 

調査項目は、「主な介護者」「介護者の年齢」「介護の内容」「介護離職の状況」

「介護サービスの利用状況」など、全１９項目のアンケート調査を行ったもの

です。 

 

〔調査期間〕 

令和４年９月１２日から令和５年３月３１日 

 

〔調査対象者〕 

在宅で要支援・要介護認定を受けている者（更新・区分変更を行った者） 

 

〔調査件数〕 

・調査回収人数：  ４０７人 

（第７期介護保険事業計画策定時は、４２８人回収） 

（第８期介護保険事業計画策定時は、８２６人回収） 

 

〔調査結果〕 

 別紙１の調査項目、別紙２の単純集計のとおり。 


